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長野市公文書館の内部。かってNHK長野放送局として使われていた市役所城山分室の一部を公文書館として
利用している。（8頁参照）
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度の導入に伴い、国民意識力塙まっている

こと。重要な公文書党の体系的な移管・保

存･公開力球められる反面ご譜を極・

管理する公務員の伝統的意識との間でギャ

ップが目立つようになってきたこと。

第2に、政府のIT戦略の進展や電子政

府・電子自治体に向けての取組みの結果、

電子文書が急速に増大していること。しか

しながら、電子文書の収集や長期安定的保

存の標準方策がいまだ未確立であること。

第3に、行政改革による中央省庁の組織

改編、担当大臣制等の導入、独立行政法人

や学校、病院などの法人化による行政責任

分野の変更や、さらには平成の大合併とい

われる市町村の合併などにより、過去から

伝えられてきた貴重な文書記録や資料の多

くが廃棄散逸の危機にさらされており、こ

れらの保存対策が急務であること。

；
M
M
則

li;
I:I

141
－』.．iキ
占圭

国立公文書館の現状と今後の取組み

菊池光興独立行政法人国立公文書館館長
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ものであることを、強く訴え明確にしなけ

ればならない。従来から殆んど無自覚に行

われてきた文書管理・公文瞥保存の慣行を

根底から見直して、法制面を含む管理保存

体制を整備し、その遵守を求めるには、多

くの関係者、特に公務員の強い動機付けと

種極的な参画意識が不可欠であるからであ

る。

このように今年は、国立公文書館関係者

にとって今までにない期待に満ちた年であ

り、新たな目標に向けて大きく歩み出す年

である。国立公文書館が独立行政法人に改

編された平成13年4月に館長に任命され

た筆者にとっても、丁度7年を経過する。

新しい目標に向けて歩を進めるに先立ち、

独立行政法人としてこの7年の間いかなる

運営を重ねたか、その結果、国立公文書館

の現状はどうなっているかを先ず明らかに

したい。その中から今後の課題と方向を提

示したいと思う。

第1新しい年のスタートに立つ

「年金記録などのずさんな文書管理は言

語道断です。行政文書の管理のあり方を基

本から見直し、法制化を検討するとともに、

公文書館制度の拡充を含め、公文瞥の保存

に向けた体制を整備します｡」

これは、平成20年1月18日、第169回国

会の開会式当日に行われた福田康夫内閣総

理大臣の施政方針演説の一節である。もと

より、この演説の背景には、大量の年金記

録喪失、薬害肝炎患者名簿紛失、あるいは

燃料補給自衛艦の航海日誌誤廃棄など、行

政文書として適切に管理保存されるべき記

録の不法不当な取扱いから生じた重大問題

が存在する。多くの国民の怒りと不安を招

き、国家と行政に対する信頼を大きく傷付

けた「ずさんな文書管理」に対する総理自

身のいらだちと憤り、そして、このような

事態を二度と起こさないという再発防止に

向けた深い反省と決意が,この中に込めら

れていること力驍み取れよう。

内閣総理大臣の施政方針演説に、「行政

文書の管理の基本的見直しに立った法制化

の検討」と「国立公文書館制度の拡充を含

む公文書の保存体制の整備」という具体的

施策目標がこのように明確に掲げられたの

は、もちろん初めてのことである。私たち

関係者が久しく願望してきた状況に向けて、

大きく動き出す千戦一遇のチャンスである。

この絶好の機会をしっかりと捉え、目指す

べき理想状況、改善すべき実態、その優先

順位や手順などを明確にしつつ具体的計画

を立てなければならない。その際この計

画が単に私たち関係者の自己利益を実現す

るだけのものではなく、幅広い国民や社会

全体の、ひいては国際社会共通の利益に繋

がるものであり、民主社会の根底を支える

このような状況の中で、平成16年1月

には、小泉純一郎内閣総理大臣の施政方針

演説で、「政府の活動の記録や歴史の事実

を後世に伝えるため、公文書館における適

切な保存や利用のための体制整備を副る

方針が示された。これを受けて、2次にわ

たり開催された「公文書等の適切な管理、

保存及び利用に関する懇談会」から平成16

年6月と18年6月に、それぞれ当時の福

田康夫、安倍晋三の両官房長官に報告書が

提出された。これら2つの提言を受けて、

政府においては、各府省庁から国立公文書

館への移管すべき対象文書の選定に定型的

基準を導入したり、広報資料を追加するな

どの改善を図ったほか、半現用の行政文書

を集中管理する中間書庫システムの導入検

討、電子公文書等の長期保存のための方策

の実証的研究などに着手したところである。

第2これまでの運営と現状

1我が国の公文書館を取り巻く状況

国立公文書館は、平成13年4月、独立

行政法人として新たなスタートを切った。

以来17年3月の第1期中期目標期間の満

了を経て、現在、21年3月末までの第2

期5カ年計画の第3年度目にある。これ

まで、法人としての運営については、幸い

なことに毎年度、内閣府評価委員会や各方

面からも高い評価を得て、順調に業務を遂

行していると自負しているところである。

しかしながら、日本の公文番館を取り巻

く情勢は、大きく変化しており、今後とも

新たな対応が求められている。

第1に、情報公開や個人情報保護など政

府の文書や公文書の管理保存に関わる諸制

2独法ｲ畷の国立公…の運営

ここで国立公文罐の独立行政法人とし

ての運営の実態を、簡単に見ておくことと

しよう。平成13年4月独法化された館は、

内部体制の整備、中期・年度の計画、四半

期ごとの業務進捗状況の把握と所用の調整
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などの法人運営システムを確立し、効率的

な業務運営に当たってきた。特に、お客様

である国民に提供するサービスの質の向上

については、先ず役職員一同の意識改革か

らスタートし、親しまれ信頼される館の実

現に全力を注いだ。その具体的表れとして

は、国民に対する館の約束として「パブリ

ック・アーカイブズ・ビジョン」を策定公

表し、その実現に努めている。また、事業

の推進に当たっては、「選択と集中」の方

針により、独立法人制度のメリットを活か

し柔軟・果断な自律的経営に努めてきた。

さらに、我が国の中核的機関たる国立公文

書館として、国の内外を問わず、出来るだ

け多くの関係団体、機関、学者、専門家、

利用者等々との連携協力体制を構築し、緊

密な情報流通を促す触媒的役割を果たすよ

うに努めてきたところである。

この結果達成したこととして、主に次の

事柄を挙げられよう。

(1)アジア歴史資料センターの設置と運用

平成13年11月に館に設置された同セン

ターは、当館、外交史料館及び防衛研究所

図書館から提供を受けたアジア歴史資料の

画像をインターネットで提供している。

｢いつでも、誰でも、どこからでも、無料

で」をモットーに、提供データは現在1530

万画像、将来は3000万画像を計画してお

り、海外からの利用も増え、国内外で高い

評価を得つつある。

(2)歴史公文書の移管･受入れ

館の独法化と同時施行の情報公開法の影

響もあり、各府省から移管された歴史公文

書の数は一時減少したが、官房長官懇談会

の提言を受けた移管基準の改定等により旧

に復しつつある。内閣法制局の法令案審査

記録等内容の質力塙い公文書も移管される

ようになった。しかし、保存期間満了ファ

イル数全体のうち1％足らずの移管率では、

まだ十分な移管状況とは到底言えない。

(3)所蔵公文書の公開

館の独法化の時点で、所蔵約40万冊の歴

史公文書の内、目録及び内容が公開されて

いたのは約9万冊に過ぎず、残りは目録す

ら未作成の非公開状況にあったが、18年度

末には、所蔵62万6千冊の内、目録は100

％公開、非公開文書は個人情報等を含む9

万5千冊のみに大きく減少した。これらの

非公開文書も、順次見直しを行い、時の経

過等とともに公開度を高めることとしてい

る。

(4)デジタルアーカイブ化の推進

アジア歴史資料センターのインターネッ

トによるデジタル画像の資料提供を先導と

して、館のデジタルアーカイブは、平成17

年4月から本格運用を開始し、館の事業紹

狗、全ての目録のデジタル化、多くの所蔵

資料のデジタル画像の提供､高精細画像の

閲覧体制の整備などを実現した。

また、関係機関と協力して、中高生など

に向けた歴史公文書探究サイト「ぷん蔵」

を運用し、親しまれつつある。

さらに、今後デジタルアーカイブを整備

する地方自治体のために、相互の連換や共

通検索などを可能とするモデルシステムの

開発に着手しているところである。

⑤研修､普及啓発等

館の研修は、主に、国の機関や地方公共

団体の現任職員に対するものであり、文書

管理担当者から専門職員（アーキピスト）

までレベルに応じた内容、日程で実施して

いる。とりわけ、「専門職員養成課劉に

ついては、国内で有数のレベルのものと評

価されている。近年、他の独法や国立学校

法人等からの受講希望力婚大している域

資格制度の在り方など大学や他の専門機関

と共に検討すべき課題が残されている。

普及啓発に関する事業としては、公文書

館や記録保存に対する一般の理解や関心を

高めるための展示会や講演会の開催、刊行

物の出版配布などに努めている。

⑥関係機関、学界、団体との連携

我が国の中核的公文書館として、国・地

方自治体､学術研究団体、教育機関などの

多様な機関や個人との交流、協力、相互支

援のネットワークの構築に努めて来た。特

に、アーカイプズ関係機関・団体の横断的

協力・連携体制と情報共有化を実現するた

〆､ﾝ'セーーシ

め、これらの理解と賛同を得て「アーカイ

ブズ関係機関協議会」を平成19年5月に

結成できたことは、大きな成果であった。

(7)国際的な協力・交流への参加・貢献

国際公文書館会議(ICA)、同円卓会議

(CITRA)同東アジア地域支部(EASTICA)

に積極的に参加している。筆者自身も

ICA副会長、CITRA議長、EASTICA

議長に選任され、国際的な諸活動の管理運

営に責任を果たすとともに、我が国の存在

のアピールに努めてきた。最近では、ICA

執行委員会やEASTICA総会、さらには

ICA/SPA理事会などわが国における国

際会合の開催海外からの著名専門家等の

来日も増加しつつある。

以上のように国立公文書館の運営は、概

ね順調に推進されてきている。これは、役

職員の努力のみならず、館をめぐる関係者

の一致したご支援ご理解の賜物であるが、

今後さらに重要な織眉を発揮し、社会の期

待に十分に応えていくためには、次のよう

な制度充実に向けた取組みが強く求められ

よう。

第3公文書館制度充実に向けた取組み

「公文書館制度は、歴史を超えて国家と

国民の記録を正しく保存する記憶装置であ

り、国家として必要不可欠な鋤眉である。

しかし、わが国ではその機能への認識力著

しく不足しており、諸外国と比較して公文

書の保存管理機関の整備力泣ち遅れている。

過去の公文書や記録が保存され、これに国

民が自由に接することができる体制の整備

こそが、政府に対する信頼を高め、国民一

人ひとりの現在と将来に安心と希望を与え

る原点である。この実現こそ、民主国家と

しての緊急かつ重要な政治的課題である。

統治の透明性を高め、国民に対する説明責

任を果たすために、劣弱な公文書の管理と

保存体制を抜本的に謝上整備すること力現

下の緊急課題である｡」

これは、衆参両院の有志議員からなる公

文密館推進議員懇談会が取りまとめた「こ

アーカイブズ・ニユーズレターNo.82008.33
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の国の歩みを将来への資産とするために」

と題する緊急提言の前文に掲げられている

基本認識である。この緊急提言は、平成19

年12月7日、世話人である河村建夫衆議

院議員、浜四津敏子参議院議員などにより

福田内閣総理大臣に提出された。提言を受

け取った福田総理は、「しっかりと受け止

めて対応したい。自らもバックアップして

いきたい｡」と述べたと伝えられる。その

表れが、先に記した施政方針演説における

行政文書管理や公文書保存体制の整備への

具体的な言及になったものと考えられよう。

この議員懇談会の緊急提言は、懇談会自

体力輻田総理の呼び掛けで結成されたとい

う経緯もあり、今後の関連施策に大きく反

映され、実現が強く推進されると思われる。

その内容は、長年関係各方面で議論されて

きた事項も多く、この推進に関係者が力を

合わせていけることを確信している。そこ

で、この緊急提言の概要を提言の4分野に

即して説明するとともに政府の対応状況な

どを交えて報告し、ご理解を得たいと思う。

1国の機関における文書管理体制の整備

国の機関（含立法・司法）の公文書の作

成から移管・廃棄までの一貫した文書管理

体制の実現を目指し「文書管理法（願ｳ」

の制定を検討すべき。諸外国のように国立

公文書館が主導的に国の機関が保管する文

書に関与できる仕組みを構築すべき。

、各方面で議論されていた事柄であり、ぜ

ひ雲が望まれる。政府では、既にその前

提となる現用文書の適正管理の徹底の申合

せを行い、今後、文書保存期限の見直し、

国立公文書館への移管の徹底などの措置を

講じた上で、有識者の意見などを聞き法制

化の検討に入るものと考えられる。

2国民の知と肥憶を集約する公文書管理

体制の高度化

国の機関の公文書以外に存在するわが国

の歴史に関わる貴重な文書・資料の所在・

保存状況の把握､地方機関・民間資料館・

個人などへの支鍵少なくとも全笥遁府県。

4アー･カイフズ・ニユースレターNC82008.3

主要都市への公文書館網の構築するための

支援措置などを行うべき。また、文書のみ

ならず、多様な媒体による記録の収集・保

存・利用を行えるよう高度機能施設を整備

すべきとの提言，

国、地方､民間、個人が連携して日本全

体の記録力を高めるための有意義な提言で

あり、館として今後努力すべき分野である。

3開かれた公文書館への進展と普及・啓

発活動の充実

所蔵資料を国民共通の資産として広く利

用するためデジタルアーカイブ化とネット

ワーク化を推進し、国内外への正確な情報

の発信に努めるべき。また、多くの国民に

利用されるように公文書館の閲覧・展示施

設の拡充や調査研究活動、社会的な講座、

講演会、出版活動により、親しまれ、開か

れた公文醤館を実現すべき。

デジタルアーカイブ化とネットワーク化

は、館としてアジア歴史資料センターを含

め積極的に推進中である。館の調査研究体

制の強化や展示会等は、従来から提言に示

されるような理念で取り組んでいるが、不

十分なので更に意を用いる必要を痛感する。

4国立公文書館の拡充

現在の国立公文書館の独立行政法人とし

ての法的位置づけや施設､収蔵#肋、人員、

組織などは、諸外国に比較してかなり見劣

りするので長期計画の下に、無駄なく、順

序よく、着実に整備充実を図るべき。具体

的には、館の高い公共性と果たすべき主導

的役割に鑑み独法から国の機関'、館の霞

が関地区への移転拡充計画、人員増強によ

る体制強化と専門人材の養成研修体制の確

立及び研究拠点としての機能付与を提言，

これらの事項は、いずれも、現在の国立

公文書館を預かる立場から日々期待し、ま

た、諸外国の国立公文書館などを訪問した

際に日本の実態との比較で大きな格差を痛

感する点である。国立公文書館を拡充謝上

することが国会の代表質問の場などの政治

の舞台で議論されたり、政府全体の検討会

識の議題として取り上げられたりすること

は、今までに無かった事態であり、当事者

として深く感謝し喜んでいるところである。

是非ともこのチャンスをうまく生かして実

りある成果を挙げたいと願っている。

第4むすびに代えて

国立公文番館が独立行政法人としてスタ

ートを切った平成13年度から今日までの歩

み及び最近の公文瞥館制度をめぐる政治面

での動向の概要を述べてきたが、これから

の動きがどのような形で、どのような順序

で進んでいくのかには、なかなか予断し難

いものがある。議員懇談会の緊急提言にも

｢国際的水準の公文書館制度の確立を図る

には、社会の急速な変化や情報技術の発展

を見通した、20年、30年後のあるべき公

文書館像のグランドデザインを描きつつ、

政府にとっても、国民にとっても使いやす

い公文書館の実現に向けて、着実な努力を

傾ける必要がある」と記されているように、

高い志と歴史のための正確な記録を残す情

熱を抱きつつ、息長く執勧な取組みを続け

ることが必要になろう。

もとより、この取組みは、国立公文書館

の役職員や各府省庁の公務員だけで担うこ

とができるわけではない。わが国全体とし

て記録を正しく保存し、幅広く利用するこ

とにより、「過去に学び未来への途を照ら

していく」実り多い豊かな文化を創造する

大事業である。それ故にこそ、できるだけ

多くの方々がこの貴重な大事業に関心を持

たれ、参画し、支えそして、それぞれの地

域や職場や団体などで記録を管理したり残

したりする実践や研究や教育に当たってい

ただきたいと願っている。

（筆者註:記述は、平成20年2月末時点

である｡）
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紀に入ってから、博物館・図書館・アーカ

イブズの一元管理を国が進めている。その

背景には様々な理由が指摘することができ

るが、博物館ギャラリー委員会(MGC)

がre:sourcesに衣替えし、さらにMLA

(MuseumLibraryArchivesCouncil)

に変身し、また同様に人材養成の組織も時

代の変化に併せながら､M11EQ11mTrain-

mglnstitute(MTI)がCultumlHeri-

tageofNationalTrainingOrganiza-

tionCHNTO)になり、さらに2004年か

らはCreative&CulturalSkillCouncil

CCSC)として再出発している。人材養成

のシステムも変わるということなのだろうか。

今年の2月にイギリスに出かけた際、ロ

ンドン・シティ大学の文化罐・マネジメ

ント学部教授ヴィッキー・ウーラール

(VickyWoollard)に会って、この辺の

ところをヒヤリングしたが、「政策は半年

ごとに変わるからついていけない」と皮肉

っていた。筆者にとっては、学芸員にしろ、

アーキピストにしろ、文化保存軸認對の人材

養成を「クリエイティブが必要なスキル」

(http://www・EERMIIR・org.uk/)と捉え

て養成していることのほうがカルチャー・

ショックであった。保護一辺倒の姿勢では

なく、創造件重視の姿勢は学ばなければな

らないようだ。
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博物館とアーカイプズ
ー記録価値を支える人材養成一

常磐大学教授水嶋 英治

一一■■一古一一■－－．全一.－勺一一一 一一和一一

カイブ化をイメージしてしまうし、逆にア

ーカイブズを職業としている専門家たちは、

｢博物館そのものがアーカイプズ」と認識

しているのかも知れない。その意味では、

まだ博物館とアーカイブズは、概念として

も、社会的機能としても、融合していない

し、仮にひとつの組織体「博物館アーカイ

ブズ」として成立したとしても、この用語

は依然過渡期にあり、定着するのにもう少

し時間がかかるかも知れない。

『博物館アーカイブ入門」(Museum

ArchivesAnlntroduction,2004、米国

アーキピスト学会）の中で、第1章「博物

館アーカイブズの傾向」を書いたアン・

マリ一・プリジィパィラ(AnnMarie

Przybyla)は、博物館とアーカイブズの

関係を「共生的」(symbiosis)と言い、

｢将来の世代のために同じ活動をしている」

と評した。「博物館とアーカイブズは同じ

言語を使い、同様な関心事に目を向け、同

じ活動をする。資料の収集、展示の計画、

コレクションの認、アクセスの保障文

化遺産の保護と分類システムの倉慥を行っ

ているのである｣。

確かに、これらは博物館とアーカイブズ

の共通性を搾っていると言えるだろう。

しかし、近年、アメリカの文書館では、特

に写真資料（フォト・アーカイブズ）が増

大しつつあり、文字資料だけでなく、人工

物、物的資料を取り扱うことが多くなって

いる、と彼女は指摘している。博物館はア

ーカイブズ化し、その一方で、アーカイブ

ズが博物館的資料・非文字資料を扱うよう

になってきた、と言うのである。いずれ、

このふたつの組織体は共存・共益関係を構

築し、共生していくことにつながる可能性

もある。

一方､イギリスの動きを眺めると、21世

独立した組織から共生関係の組織体へ

ひとつの概念Aがもうひとつの別の概

念Bと結びついたとき、そこには新しい

概念Cが生じてくる。概念の誘発または

創発と言ってもいい。しかし、Aの世界

に居た人は新しい概念CをAのフィルタ

ーを通して見るだろうし、BはBで、そ

の立場から眺めてしまうのは致し方ない。

フランスの文庫クセジュには『文化軍

という新書が出ていたが、これまで結びつ

きそうもない二つの分野がひとつになって

新しい分野を開拓することは今日の社会に

とって必要なことだろう。「エコ・ミュー

ジアム」もそうだろうし、「デジタル・ア

ーカイブ」もそのうちのひとつだろう。定

義がなされないまま、ことばが一人歩きす

ることの窪性はあるものの、学問の進歩

は誰かが新しいことばを発明し、誤解､修

正、再定義､共有化……を繰りかえすこと

によって発展してきたことを思えば、時代

の進展によって生じる概念の進歩はむしろ

歓迎されるべきである。

最近では、「博物館考古学入門』(An

IntroductiontoMuseumArchaeology、

HedlySwain著、2007)という本がケン

ブリッジ大学出版会から出版されている。

専F引上をめぐって

さて、博物館業務の専門化をめぐる議論

が始められてから久しいが、「専門化」と

いう課題には難しい問題を含んでいる。こ

こでは、しばらくの職博物館のことに触

れることをお許し願いたい。

専門業務は、他の社会サービスとは区別

され、特定の自律的なサービスを意味する

からである。博物館専門職に対する社会の

固定観念に焦点を当て、博物館専P職の社

会的認識を高めること力哩ましい。

博物館における専門化をめぐる議論は

1980年代にアメリカ、イギリス、カナダ

で始まったが、博物館の櫛造的・財政的な

変化と軌を一にしている。また、博物館の

数、規模、種類が大幅に増加したことも関

考古学博物館の本ではなく、博物館考古学

という書名に新鮮さを感じるとともに多少

の戸惑いも感じなくもない。本書の中には、

わざわざ一章を「発掘とアーカイプズ」に

当てており、アーカイプズの重要性を指摘

するなど最近のアーカイブ重視の傾向が如

実に顕れている、と言っても過言ではない。

ところで、「博物館アーカイブズ」

(MuseumArchives)という用語も、そ

の好例であろう。四分の一世紀も博物館の

世界に浸かっていた筆者にとって、博物館

アーカイブズと言えI武博物館資料のアー

アーカイブズ・ニユーズレターNo.82008.35
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係があるだろう。

博物館が政治性を持つことは望ましいこ

とではないが、その反対の流れとして、博

物館の民主化を推進していくためには、社

会における博物館の存在意義と役割につい

て捉え直すことが必要である。新しい活動

分野については、総合的研修と個別的な研

修力湘まって、しかも継続的な研修が必要

となる。このような認識が世界各地の博物

館の間には広まってきているが、専P引上は

博物館業務が無味乾燥の業務の繰り返しと

なることを防ぐ原動力でもある。

博物館における職務基準の実施には様々

な方法があるだろう。この種の、職務基準

の目的を達成するには、常に新たな課題が

つきものである。博物館の専門化が進んで

いる国々では、大きな壁に直面していると

いう認識がここ数年顕著になっている。中

でも、体系的な職員政策の不在､一部にお

ける給与水準の低さが問題になっている。

ケイノール･カバナーcaynorKavanagh)

は、社会学的・歴史的な視点をふまえて、

博物館専F職について研究を実施する必要

性を指摘しているのも理由がある。

このような研究の一例としては、ドイツの

エバ・マリア・カンプメイエル(EvaMaria

Kampmeyer)とフェリックス・ハンズシ

ュー(FelixHandschuh)が実施した研

究がある。2006年12月から2007年4月ま

での間に、73の求人広告を詳細に検討した

結果、暫定的ではあるものの、次のような

結果が得られた。すなわち、文化関連の職

種全体で見ると、

1．博物館業務の重要性力塙まっていること

2．短期の雇用契約が増えていること

3．職員に求める柔軟性、流動性の水準が

高くなっていること

4．実務経験、実地経験、仕事のトレスに

対する耐性、決断力、外国語#肋が求

められていること

5．財務、マーケティング、スポンサリン

グの基本的な知識が求められることが

少なくないこと

6．文化関連の職種全体において、チーム

および単独で仕事をする意欲・能力が

5アーカイプス・ニューーズレターNo820083

必須となっていること

以上の6点である。最近の我が国の研修

や博物館職員の現状を鑑みると、数値デー

タとしては顕在化していないものの、上記

の指摘は当たっているように思うのは私だ

けではあるまい。

「我々と我々の置かれた状況についての

理解を促進する知識が、自由ならびに望ま

しい変化の基盤の前提となる｣。この仮定

が正しいとすれば、専門職養成、継続的な

研修とその評価が、博物館業務の発展にお

いて特に重要な役割を果すことになる。職

員の管理と人材育成は、博物館の将来にと

って極めて重要である。アーカイプズの世

界も基本的には変わらないであろう。

博物館のための養成研修

スミソニアン協会の教育博物館学センタ

ーの名誉上級研究員ステファン・ウェル

(StephenE.Well)は、故ケース・ハド

ソン(KennethHudson)を引用しなが

ら第二次世界大戦後の博物館の発展を振り

返り、興味深い指摘をしているので、ウェ

ルの言説をもとに博物館の専門職研修につ

いて考えてみたい。

「過去50年の間で、博物館に最も大きな

影響を与えたのは、（中略）人々に奉仕す

るのが博物館の存在意義であるという、今

となってはほぼ普遍的となった信念である。

博物館が設立され、建物力鍵てられ、資料

とそれを管理する職員も集まった。財政基

盤も健全で、来館者も数は多くないものの、

展示物に感動する。しかし、それだけでは、

来館者がパートナーとはなりえない。そこ

では博物館の主眼は所蔵資料であり、来館

者にはない｣。砥.Hudson,Museum

Intemational,1981)

所蔵資料の保存と研究を主体とした内向

きの博物館から、利用者主体の外向きな博

物館への転換が完了したとハドソンは捉え

ているのであるが、この博物館の大転換に

合わせて、博物館の職員には新しいいくつ

かの能力が求められるようになった。その

能力は極めて重要なので触れておく必要が

あろう。

第一点目は、ボストン・チルドレンズミ

ュージアムの元館長現ニューヨークのバ

ンクストリート大学で博物館教育リーダー

シップ・プログラムのプログラム長を務め

るベッドフォード(LeslieBedford)が

指摘するように、これからの博物館には、

教育普及活動の養成研修を受けた職員が必

要である。彼が想定してように、教育普及

活動について徹底的な養成研修を受けた者

が、博物館内外に散在する様々な専門技能

を統合する「倉慥的なゼネラリスト」とな

るのであろう。倉雌的なゼネラリストが有

する技能の一つは、博物館が対象とする多

様な地域社会に直接働きかけて博物館を運

営し、地域社会のニーズに対応する最も適

切な方法を見極める能力であり、これは従

来の学芸員の有する対象志向の技能とは対

照的である。そのためには、展示、講演、

上映、コンサート、正規の養成研修プログ

ラムなど、博物館が地域社会と関わる手段

の望ましい活用方法について確固たる認識

が必要である。

第二点目は、教育普及担当者と緊密な連

携を図るとともに、教育普及担当者が本来

の役割を果たせるように、フィードバック

を返すためには、来館者研究とプログラム

評価手法について徹底した訓鰊を受けた博

物館スタッフが必要となる。ただし、現場

の職員がそのような技能を習得するだけで

なく、各層の職員が来館者研究とプログラ

ム評価の望ましい活用方法について基本的

な知識を習得することが極めて重要である。

たとえば、財務の基礎知識のない経営者に

営利団体の指導を委託することはあり得な

い。博物館が属する非営利セクターにおい

ても同様であり、執行部は来館者研究やプ

ログラム評価を理解する能力が必須である。

さもなければ、組織的有効性（営利セクタ

ーの損益に該当）の測定ならびに博物館の

提供するプログラムの評価（成功したプロ

グラム､修正が必要なプログラム、廃止す

べきプログラム調という博物館に課せら

れた義務を果すことはできない（この辺の認

識はまだ日本には足りないのが残念である)。

第三点目は、博物館内外で協働作業がで



きる博物館職員が各層で必要となることで

ある。館内の協働作業は従来より博物館の

成功する鍵であったが、館外との協働作業

が重視されるようになった発端は、コレク

ション主体の内向きな博物館から利用者主

体の外向きな博物館への転換にある。後者

の博物館として、個人の生活の質と地域社

会の福利の向上という博物館の究極目標は

他の様々な組織と共通であり、それらの組

織と協働することがその目標の達成に最も

効果がある、という認識に至っている。英

国のビクトリア。アンド・アルパート美術

館の教育部長ディヴィッド・アンダーソン

(DavidAnderson)は、文化省に提出し

た1997年の報告書「国民の富(ACom-

monWealth)』において、極めて初歩的

なパートナーシップでも実に驚くほど様々

な利点が生まれることを明らかにしている。

「パートナーシップにより、博物館の限

界を超えることが可能となる。リスクの共

存資源の穫得､利用者の拡大、最新技能

の獲得、サービスの質的向上、単独では無

理であった事業の実施、外部からの認証、

地域社会と政治からの支援などの利点があ

るからである｣。

一方、アメリカでは、過去10年間におい

て博物館の協働の可能性を広げる二つの法

整備の動きがあった。一つは、1991年に

ミネソタ州は米国で初めてチャータースク

ールを認可したことである。これは、博物

館を含む非営利組織が新しい教育プログラ

ムの策定・実施することを認め、保護者が

従来の公立学校に代わる教育として選択で

きるようにした制度であり、この動きは現

在約30州に広がっている。現在、多くの博

物館がチャータースクールを設立したり、

設立の可能性を検討している。もう一つは、

連邦政府が1996年、二つの機関を統合し

て博物館・図書館サービス振興機関

(mILS)を設立したことである。皿LS

はその後の4年間で、博物館と図書館の連

携を促進する多くの事業を補助してきた。

冒頭に述べたように、ふたつの概念が融

合するとき、新しい価値が創造されていく

のは必然である。博物館と図書館は仕事の

上では異なるものの、文化行政の観点から

すれば、同一な次元で制度設計することは

時代の流れである。同様に、博物館とアー

カイブズの仕事の進め方も実は天と地の開

きがあるものの、異なる概念をひとつに捉

えようとするところに今日的課題がある､．

と指摘できるのである。

組織間の協働は個人レベルの競争と同じ

ぐらい自然なものであるが、組織レベルの

協働は意識的に行なわないと無理である。

組織間に協働関係を梢築するには……また

は共生関係を持つには……物事の本質を捉

える力と創造力が必要である。概念レベル

から実行できる組織の融合レベルに至るま

で、新しい制度設計を考える必要があるだ

ろう。

言い換えれば、一つは潜在的なパートナ

ーの性質、二一兎強みを把握する能力、

もう一つは双方に「しっくりとくる」もの

は相互に利益をもたらすのではないかとい

う発想である。一度築いた協働関係を継続

させるには、合意形成、工夫、共感力、忍

耐力などの能力も必要になってくる。この

ような資質は博物館職員の中にすでにある

かもしれないが、それを発展・劃こさせて

いくのが研修であり、人材養成なのである。

国際レベルでの検肘諜題

最後に国際レベルでの傾向に目を移して

おこう。ICOM(国際博物館会鋤がまと

めた博物館専門職員の基本シラバスは1971

年に初版が出され、幾度と改訂版が出され

ている。これは、大学のプログラムや、大

学院レベルの博物館学ないし博物館研究の

専門職養成コースの内容の指針となるもの

である。専門職養成コース／プログラムに

関する提言は、1981年にノルウェーのベ

ルゲンで開催されたICTOPシンポジウム

において、基本シラパスの付録として加え

られている。そのときの論点整理は主に次

のとおりであった。

1．同シラパスが策定された1979年とは根

本的に異なる外部環境の下で博物館が

運営されていること。

2．その新しい環境の下で、博物館業務の

メゾゼーー･ン

種類およびあり方について再考が迫ら

れていること。

3．その結果、雇用形態とキャリアの道が

大きく変化していること。

4．研修の量と形式、現場が利用可能な教

材等の量が、基本シラバスの策定以降

急激に増加したこと。

5．そして、基本シラパスが策定されてか

らこの間、新しい教育的視点が生まれ

ており、専門職養成はもはやキャリア

の出発点という位置づけにはなってい

ないこと。

記録遺産と記録価値

わずか20年足らずの間に、博物館専F職

の養成の面で劇的変化力現れた証明でもあ

る。以上、駆け足で欧米の博物館職員の専

門職研修について眺めてきたが、博物館に

しろ、アーカイブズにしろ、取り扱う資料

の基本的価値は、冒醍であり、記述内容で

あり、資料としての物理的実在である。

世界の進展がバーチャル化に進む一方で、

物理的保存の重要性を改めて強調しておく

必要がある。所詮、文化保存機関を運用し、

マネジメントしていくのは人間であるし、

コンピュータが行うわけではない。

経濁臘姻植優先の社会がいつの間に力戟々

の考え方まで支配するようになっているが、

この世の中には、経済的価値だけで動いて

いるわけではない。年金記録問題や自衛隊

の給油補給問題をいまさら持ち出すまでも

なく、記録の存在自体力泄の中を左右する

時代である。アメリカ、イギリス、ひいて

は国際レベルでの議論を視野に、我が国に

おいても、人材養成を真剣に考える時期に

さしかかっているのではなかろうか。

ふたつの概念が結びつき、実作用をもた

らす新しい組織体が生まれるとき、その組

織名称はMugeumArchivesと呼ばれる

に違いないが、それは一体いつの日のこと

であろう。それほど遠い日ではないように、

筆者には思えてならない。
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広報誌でアーカイブズ設置を訴えた。阿曽

田氏の提言に表向きはともかく、職員は猛

反発したという。それまで、公文書は「捨

てることが善」だったからである。市長か
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日本のアーカイブズとその課題

日本経済新聞社編集局文化部編集委員松岡
ら公文書管理の担当を命ぜられた教育委員
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会文化課文化財係主任の松村浩一氏はアー

カイブズの｢ｱ｣の字も口にできないほど

の状況の中で、粘り強く説得を重ねた。そ

の結果、2006年度に廃棄する予定の文書

を廃棄せず、段ボーノ噸に収容することで

庁内の合意をとりつけた。

集まった段ボールは全部で1000個を数

えた。すべてを保存できるわけもなく、3

段階の選別作業を経て最終的に150個を残

した。錘ﾘに当たったのは、旧不知火町の

職員OB、文書管理を専門にしてきた元

NTT社員。いずれもシルバー人材センタ

ーに所属するシニア二人である。公文書を

収集・選別していく中で職員の意識も次第

に変化し、いまでは公文書保存の認識も少

しずつ根付いてきた。公文書館設置計画が

具体化に向けて進行中である。

宇城市の例は、市長（トップ）のリーダ

ーシップがいかに重要かを物語っている。

宇城市が様々な面で助言を仰いだ熊本県天

草市の天草アーカイブズも、安田公寛市長

のリーダーシップが発揮されなければ実現

しなかっただろう。もっともトップが大号

令を発しても現業に携わる職員はなかなか

動こうとしないのが現実のようだが。

公文書館設置を構想する自治体は全体か

らみればまだまだ少数派である。多くの市

町村では公文書を残すことの意義すら意識

されてはいないだろう。しかし、公文書館

を設置したからといって、それで事足れり

とはならない。公文書館で働く職員の中に

二通りの考え方があるからだ。一つは歴史

的資料、古文書保存を中心に考えてしまう。

あるいは逆に非現用の公文書だけに重きを

置いてしまう傾向がある。「こうぷんしよ

あげれ賎地方に広がる公文書館設置の動

きがある。公文書館は国立公文書館をはじ

めとして全国に60近くある。うち都道府県

立が繩0，政令市を含めて市町村立が約20

というところである。とはいえ市町村の数

は全国で約1800．普及率は1％そこそこで

しかない。が、そうした市町村でも、公文

書館を設置する例がいくつも出てきた。

昨年4月に栃木県小山市、11月に長野

市に誕生した。そして今年10月には栃木県

芳賀町が公文書館と図醤館、博物館の3つ

の機能をもつ総合情報館をオープンさせる。

また計画段階だが、熊本県宇城市は来年度

の公文書館設置を予定している。新築する

芳賀町を別として、これらの公文書館はい

ずれも遊休施設を活用している。小山市文

書館の場合､昭和5年に裁判所の支所とし

てつくられた木造平屋の建物を塗装し直し

た。また、長野市の公文書館はNHKの

長野放送局だった建物を再利用している

(表紙写真参照)。不知火町、三角町など5

つの町が合併して2005年に誕生した宇城

市には合併前の旧町がつくった施設が数多

くあり、これを活用する予定である。

公文書館は多くの場合､市町村史編さん

の過程で活用した古文書を保管する目的か

ら設腫されてきた。しかし、宇城市のよう

に市町村合併で全く新しく誕生した市が設

置する例は珍しい。この辺りにも変化の兆

しが表れていると言えるのではないだろう

か。

宇城市の市長を務めるのは、県会議員か

ら参院議員を経て市長に就任した阿曽田清

氏である。阿曽田市長は2005年の暮れ、

アーカイブズの取材を始めて5年が過ぎ

た。このわずかな期間のうちに、アーカイ

ブズを取り巻く状況は予想もしなかった速

度で変化しようとしている。新聞記者とい

う立場から見詰めてきた日本のアーカイブ

ズと将来に向けての課題を、この5年余の

経験を交えながら少々、述べてみたいと思

う。

「全く思いもかけない話」を聞いたのは

2002年12月、学習院大学で行われた国際

シンポジウムの場であった。日本アーカイ

プズ学会倉殿を目指し、高埜利彦・学習院

大学教授、安藤正人・国文学研究資料鱈散

授らが中心となって開いたシンポジウムで

ある。シンポジウムには中国、韓国からの

研究者も参加、アーカイブズ教育の実態報

告があった。中国では1950年代からアー

キビスト教育が行われていること、韓国で

も1990年代末以降、アーキピスト教育に

本格的に取り組み始めていることが報告さ

れた。

アーカイブズについてほとんど何の知識

もなかっただけに、報告は衝撃的だった。

日本の後れがくっきり浮かび上がった。さ

っそく、朝刊文ｲ唖の「文化往来」という

小さなコラムでそのときの話を紹介した。

それが、私にとっての「アーカイブズ事始

め」である。以来5年余、アーカイブズに

対する理解は、自分なりに多少は深まった

ような気はする。しかし、広くて奥の深い

アーカイブズの世界をどこまで読者に伝え

られたかといえば、甚だ心もとない。

それでも、様々な場面で記録を保存しよ

うとする動きは活発になってきた。一例を
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かん」か「もんじょかん」か、その違いを

強調する人がいまだに数多くいるのはその

証左であろう。ところが、今日つくられて

いる公文書は将来の歴史資料となるのであ

る。過去、現在､未来は時間軸で一本につ

ながっている。過去に目を配っておけば歴

史的な文番を保存できるわけではないので

ある。そこを十分に意識しておかないと、

公文書を残すことの意味を見失うような気

がする。

日本のアーカイブズを取材してきて思う

のは、この辺りの問題である。昨年5月、

日本アーカイブズ学会、記録管理学会、

ARMA東京支部、日本画像情報マネジメ

ント協会、企業史料協議会、日本歴史学協

会の6団体をメンバーとして発足したアー

カイブズ関係撰對協議会はそうした問題に

対する大きな一歩と言えなくはないか。問

題点をあげれば確かにいろいろなことがあ

る。音頭取りは「国立」の公文書館だし、

参加団体同士の利害が一致しているともい

えない。とりあえず固まったのは、6月9

日を「アーカイブズの日」とすることくら

いかもしれない。それでも連携していくこ

とがいかに重要か、ここで改めて言うまで

もないだろう。

課題という面から言うと、目下最大の課

題で、話題を集めるのは文書管理法制定で

あろう。幾度も記事に書いてきたことだが、

日本には公文書を適正に、統一的に管理す

るための法律がない。情報公開法が施行に

なってすでに6年余が経過したが、文書管

理法も整備されていないのによく公開がな

されてきたものだと不思議に思う。情報公

開と文書管理は「車の両翰」という言い方

がある。が、文書管理に配鹿しない片肺だ

けの飛行を続けてきてさほど問題が起きて

いないのであれば､情報公開に対する姿勢

そのものに、問題があるのかもしれない｡

そうは言いながら、5000万件に及ぶ年

金記録が宙に浮いた問題、薬害C型肝炎

患者リスト放置問題などずさんな記録管理

が引き起こした社会問題を背景として、公

文書管理法（”制定に向けた動きが昨

年末辺りからにわかに高まってきた｡

小泉政権で官房長官を務めていたころか

らこの問題に熱心に取り組んできた福田康

夫首相力注導しているためで、今年2月下

旬、「公文番管理の在り方等に関する有識

者会議」が発足した。3月12日には初会合

が開かれ、座長に元大蔵次官の尾崎護氏を

選出した。メンバーは尾崎氏をはじめとし

て、歴史学者、アーカイブズ学研究者、行

政法の専門家などのほか、企業経営者、ジ

ャーナリストら計9人で構成している。公

文書管理を担当する大臣ポストも新たにつ

くられ、上川陽子少子ｲ胆当相が兼務する

ことになった。

今後月に1，ないし2回のペースで会

合を開いて公文書管理法の中身を詰めると

同時に、運用する組織をどうするかを議論

する。7月までには中間報告をまとめ、10

月に最終報告,来年1月の次期通常国会に

法案を上程するというスケジュールだ。

とはいえ、アーカイプズをめぐる課題は

多岐にわたっており、文書管理法を制定し

ただけでは到底クリアすることはできない。

例えば管理法が制定されたとしても、部、

課の単位で文書管理の担当者を置いて注意

深く運用をリードしていかなければ､法律

は実際には機能しないだろう。また現用文

書ではなくなった文書（非現用文書）を収

集、管理する役目を果たしてどこが担える

のか。

なぜなら、国立公文書館は「国立」と名

はついていても独立行政法人であり、省庁

に対する権限はない。国の機関に戻さない

限り中央省庁と対等の関係になるのは難し

い。現に、今の国立公文書館法でも中央省

庁で使われなくなった文書は国立公文書館

"、‘ノでZ－ン

に移管することをうたってはいる。しかし、

本来なら平成18年度に国立公文書館に移管

されるべき文書約106万点のうち、実際に

移管された文書はわずか5500点余にとど

まっているのが現実である。その比率は

0.5パーセントに過ぎない。せめて対等の

関係にならなければ、そうした数字が大き

く変わるとは考えにくい。ましてアメリカ

やカナダなどのように、中央省庁の作成す

る文書を廃棄するか否かの櫛唄を国立公文

書館が持つまでには相当な時間が必要で、

曲折も予想される。

さらに大きな課題をあげれば人材育成で

はなかろうか。現用文書の管理を適正に行

うには、部や課の単位で担当者を配置する

必要があることは前述の通りだ。が、歴史

的に意味のある非現用文書を保存・管理す

るには託録資料をどう扱い、どのような基

準で選別すれば良いのかとなると、専門的

な教育を受けた人材が不可欠である。特に、

客観的な目で記録と向き合うには担当者の

資質も問題となるだろう。

その点で、解決すべき課題は山積してい

る。なぜなら日本では、アーカイプズ学に

関して専門的教育が十分になされてきたと

は言えないからである。現在、アーカイブ

ズ教育を実施しているのは国銅究資料

館、国立公文書館などのほか一部の大学に

とどまる。教育の内容も、公立公文書館の

職員などを対象とした実務研修が中心だ。

一連の研修の中では最も長期にわたる国文

学研究資料館のアーカイブズカレッジ長期

コースは大学院生なども対象にしているが、

研修期間は8週間に過ぎない。

一方､大学院教育はこの4月から学習院

大学がアーカイブズ学専攻の大学院課程を

設瞳、教育を始める。また来年4月には別

府大学がアーカイブズ専攻の大学院を設置

する予定だが、これらの教育を担当する教

員の確保が大問題となりそうだ。新設する
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大学院に教員を送り出しても、送り出した

側ではその補充力認められない可能性力塙

く、教員の数が今後、絶対的に不足する懸

念がある。

アーカイブズを扱う専門家、つまりアー

キピストは公務員制度のあり方とも大きな

かかわりを持ちそうだ。なぜなら、これま

での公務員制度はゼネラリスト優先で、ス

ペシャリストはどちらかと言うと一段低く

見られてきた。しかし、アーキピストは通

常言われる「専門職」の枠を超えた存在で、

第三者的な視点に立ち、一つの公文書を保

存すべきか否かについての判断を下さなけ

ればならない。

昭和62年にできた公文書館法の付則は

｢当分の間、地方公共団体が設置する公文

書館には第四条2項の専門職員を置かない

ことができる」と規定しており、この付則

に従って多くの自治体の公文書館では専門

職員を置かない状態が続いてきた。四条の

2項とは、「公文瞥館には、歴史資料とし

て重要な公文書等についての調査研究を行

う専門職員その他必要な職員を置くものと

する」を指す。公文書管理法が制定されれ

ば当然、この問題に対応する必要が生じる

だろう。

このほか、未整備な状態力轆いてきた地

方自治体の公文書館整備を進めていくとな

れば、莫大な資金も必要になる。

さらに制度的な問題とは別に、映像、音

声など文書以外の記録をどう扱うのか、民

間や個人の記録は従来と同様に、対象外と

するのか否かなど議論すべきテーマは実に

多種多様である。その一方で、資料の劣化

をどう防ぐかも大きな課題である。とりわ

け、昭和10年代、20年代の太平洋戦争を

はさむ時期につくられた資料は紙質が劣悪

なため、早急な対応が必要である。にもか

かわらず、保存のための予算措置はあまり

期待できない。

問題が山積する中でも最大の課題は電子

化であろう。過去に作成された記録のデジ

タル化の問題はともかくとしてボーンデジ

タル、つまりデジタルでつくられた記録を

どう保存・整理するかといった課題は検討

が始まったばかりの段階で、具体的な解決

策はまだ何も見いだせていない。ハードウ

エア、ソフトウエアの継続性をどう砿保す

るか、記録媒体の保存性をどう高めるのか

など十分に議論される場もない。このまま

では、問題が認識すらされないうちに、あ

る日気づいたら記録がなくなっていたとい

う事態さえ想定できるのである。

記録に対する認識が希薄な日本では、何

のために記録を保存するのかの理念がいま

だに確立していない。デジタル化が引き起

こす問題に対する意識の希薄さは、そこに

起因するのではないだろうか。例えば、ア

ーカイブズと博物鐺図書館の連携が進む

欧米では、デジタル化も「情報格差の鰯削

｢教育機会の公平化」によって社会をより

良くするという理念のもとに行われている

という。理念を抜きにやみくもに記録をデ

ジタル化したとしても、生きた使い方はと

IOアーカイブズ・ニユ･一スレターNC82008.3

うてい望めない。何のために記録を保存す

るのか。目的や理念を改めて論議する必要

もあるだろう。

明治維新以来、日本は様々な面で外国を

手本としてきた。欧米列強に肩を並べよう

として破域の淵に立たされ、戦後復興を経

て急速な経済成長を成し遂げた。瞬間的と

はいえ世界の頂点に立った。しかしその後、

バブル崩壊を機に日本は目標を見失い、漂

流を続けた。いわゆる空白の10年である。

様々な要因が指摘されたが、突き詰めてみ

れば、日本にとってのお手本がどこにもな

いことに気づいたことが大きかったのでは

ないだろうか。「手本」や「仮想敵」に照

準を合わせ、ひたすら努力を傾ければ報わ

れた時代はもう終わったのである。

手本となるものなどない時偽拠りどこ

ろにできるものがあるとすれば、自らが踏

みしめてきた足跡をたどることだけである。

｢過去」の行いが結果として「現在」をも

たらし、「将来」を形成することに日本人

はそろそろ気づくべきではないだろうか。

過去と霊、未来は切り離すことなどで

きない。この当たり前の事実にいかに多く

の日本人が無自覚であったことか。未来は

過去と切り離して語ることはできない。そ

のことを肝に銘じておけば、「アーカイブ

ズはなぜ必要か」などといった議論を始め

る必要などないことは、改めて言うまでも

ない。



国際シンポジウム

「近世アーカイブズの多国間比較」成果と課題
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Ii」成果と課題
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実（国文研）

世社会の特質と文瞥の作成・管

国琴研究資料館アーカイブズ研究系で

は、「東アジアを中心としたアーカイブズ

資源研究Jプロジェクトを行っている。そ

の活動の一環として、2007年12月14，15

日の2日間にわたり、立教大学において

｢近世アーカイブズの多国間比較」と題す

る国際シンポジウムを行った。主催は、国

文学研究資料館、日本学術振興会科学研究

費補助金・基盤A「歴史的アーカイブズ

の多国間比較に関する研究」（2004～2007

年度、研究代表者渡辺浩一)、および日本

アーカイブズ学会であった。そのほか、立

鐸日檸研緬fの後援をいただき、ま

た財団法人東洋文庫からの助成（人間文化

研究賎陶プログラム「イスラーム…｣）

も受けた。参加者は、14日が約80名、15

日が約100名であった。以下にプログラム

を掲げる。

趣旨説明渡辺浩一（国文研）

セッション1

「近世アーカイブズをめぐる統治と社会」

司会：岡崎敦(ﾌ1州大学）

オゼル・エルゲンチ（ピルケント補、

ヒユルヤ・タシュ（アンカラ大学）

「オスマン国家官僚における文書作成一

時期区分、組織化の展開、文番類の多様

化および極化一」

臼井佐知子（東京外国語大学）

「清朝行政文書の作成と管理について」

オリヴィエ・ポンセ

（フランス国立古文…

「近世フランスにおけるアーカイブズ、

国家、社会（14-18世砂」

？一･･F一毒素.写＝声雫雫苧毒下

高橋

｢日本近

理について」

セッション2

「実践される近世アーカイブズ」

司会：高橋一樹（国立歴民博）

ヴァネッサ・ハーディング

（ロンドン大学）

「近世イングランドと書かれ印刷される

言葉」

大友一雄（国文研）

「幕府勤役と情報伝達一役人交代から記

録管理を考える一」

金舷栄（韓国国史編纂委員会）

「文書と記録、そして‘休紙，：朝鮮時代

における文献の伝存様相」

王振忠（復旦大学）

「村落文書と村落志一徽州欽県西渓南を

例として一」

全体討瞼

司会：三浦徹（お茶の水女子大学）

総括コメント

林佳代子（東京外国語大学）

山崎一郎（山口県立文密館）

各報告やコメント、討論については､2008

年3月刊行予定の『近世アーカイブズの多

国間比較』（国文学研究資料館編）に掲載

されるので、そちらを是非参照していただ

きたい。ここでは、本シンポジウムの成果

と課題を4つの柱に分け、9点にわたって

述べる。

し'一刀=1'ブス研宝,ノーゞ

1）史料類型鯰と文書管理史

歴史アーカイブズ（歴史学の用語では

｢史料J)を十全に理弊するための二つのア

プローチとして、史料麺論と文書管理史

があるとされている。この二つのアプロー

チという観点から整理すると、セッション

1の4報告は二つに分けることができる。

すなわち、エルゲンチータシュ報告および

臼井報告は史料類型論に重点があることに

対して、ポンセ報告および高橋報告は文書

管理史に重点があった｡このように方法論

は異なりながらも、いずれの国・地域にお

いても、著しい差異を伴うことは承知で非

常に大雑把な言い方をすれば、人格に依存

した統治から組織的な統治へ、という同じ

組織化の趨勢力角近世という時代には観察さ

れ、それが史料類型や文書管理に現れてい

ることが鶴された。このような世界史的

な共通性が確認されたことはまず一つ大き

な成果であろう。

したがって、ここからは引き続き以下の

ような課題が考えられる。それは、オスマ

ン朝・清朝における文書管理システム、フ

ランス・日本における史料類型の変化、こ

れらも併せて比較する必要性があるだろう、

ということである。今回のポンセ報告では

中央政府各省の文書が大臣から離れて管理

されるようになるのが18世紀と意外に遅い

ことが判明したので、可能性としては、公

的な文書管理システムは清朝が最も進展し

ていたことも予想される。そうであるとす

れば、フランス革命における国立文瞥館成

立の「革命性」が際だっこととなる。一方

西欧社会では、教会・都市・大学などに

おける文書保存組織（アーカイブズ）は中

世からの継続性のなかで現在も機能してい

る例もあり、全体としてどのように瑠騨す

ればよいのかは一筋縄では行きそうにな

い。

アーカイブズ・ニユーズレターNo.820083"
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2）家も含めた組織構造の問題

文番の作成についても管理にしても、作

成・管理主体である組織がどのような構造

的特質を持っているかが明らかにされなけ

ればならない。そして、文書の作成・管理

という現象との関係が問われなければなら

ない。

この論点が、最も前面に押し出されてい

たのが大友報告であり、ポンセ報告ほかも

これに言及していた。古文書学的ではある

がエルゲンチータシュ報告もそうであった。

文書作成・管理と組織栂造の関連という課

題が比較の課題になりうることを確認され

た。この点は、各国や地域の様々な統治組

織体（中央政府･地方行政組織など）や社

会組織体（教会･寺院などの宗教組織体、

都市・商人・農村・農民など）ごとに綿密

な分析に基づいた比較を今後自覚的に種み

重ねていく必要がある。各組織体の人的構

成、内部組織の構造と繊陰、文書作成・管

理部局もしくは担当者の有無、それと原局

(他の内部組織）との関係など、具体的に

明示されなければならない点は多い。

また、日本の場合は、1990年代以降に

急進展した文番管理史という微細な事例研

究の上に、上述の課題が取り組まれている。

他の国・地域におけるそうした研究状況も、

相互にこれから理解していく必要がある。

3）書くことの”くりとオーラルの問題

書くことの広がりとその意義は、ハーデ

ィング報告によりイングランドを事例に、

アーカイブズとの関連で明確に位置づけら

れたと思われる。そのほか、程度の差はあ

れ、仏・日で同様のリテラシーの広がりが

観察され、そのことが民間文書の豊富化に

つながっていくことが密された。これも

大きな成果である。ただし、中国徽州の場

合は、リテラシーが日本・西欧ほどには高

くないにもかかわらず、民間文書の豊富化

I2アーカイブズ・ニュースレターMc.820083

という現象がみられた。この点はリテラシ

ーの高さと文書の豊富さの関係を単純に直

結して考えてはならないことを示唆してい

るのではないだろうか。

書くことがいかに広がっても、オーラル

としぐさの世界と併存していることは当然

であって、大友報告は鰐L的世界の情報継

受を例にこの問題に言及した。こうした文

書と口頭の関係の問題は、国家組織におけ

る文瞥主義と在地における非文櫓主義的側

面力電しい対照を見せるオスマン社会（こ

の点はアンカラ研究会の成果）のような地

域の分析事例が得られれば、より複眼的な

比較研究の展開が予想される。

4）「利用」瞼

歴史アーカイプズ（史料）の「利用」に

は、様々な形態がある。そのなかで、国家

における歴史編纂と、在地における史料集

編集の問題が今回は取り上げられた。まず、

金報告では、東アジアにおける歴史編纂の

伝統が最も極限まで押し進められた形態が

示され、そこは文書の利用形態が文番の作

成・管理を逆規定しているとも表現するこ

と力呵能な世界であった。非常に興味深い

事例であり、編纂ではない他の「利用」例

でこうした事態は起きないのであろうか、

朝鮮以外の他地域でのこうした視角の可能

性はないのだろうか、などと考えた。

後者の在地における史料集編集の問題と

しては、王報告が近世から近代にかけての

事例を提示した。ここでは、前近代文書が

近現代になってどのように取り扱われたの

か、といういわば｢前近ｲ…の近現代史」

の必要性が改めて確認されたように思われ

る。

「利用」という用語でもう一つ重要な課

題は、当初の目的のために使用されたのち

蓄積された原文番の当時および後世におけ

る利用ということがある。今回シンポジウ

ムではこの点を深く掘り下げた報告はなか

ったが、近現代における記録や文書1の管

理組織に直接つながる論点でもあるだけに

多様な事例の提出が今後求められる。

「前近代文書の近現代史」という課題は、

このように史料編集と原文書利用という二

つの論点を、国家と社会の二つのレベルに

おいて追求するということである。これは、

中近世における共同体･共同組織や中間団

体が近現代における目的団体に転成してい

く点も含めて、近代における記録管理と文

書館（アーカイブズ）成立、あるいは非成

立の問題につながっていくことになるだろ

う。

注

1ここでの文脈の「記録」とは、日本古文

書学における「記録」ではなく、アーカイ

ブズ学におけるremIds､すなわち原局に

おける現用文書を意味している。それに対

してここでの「文書」とは、文書館におけ

る非現用文書archivesを意味している。

なお、前近代に限定して述べている文脈で

は、前近代においてはアーカイブズ学でい

う上述のrecordsとarchivesの区分が明

確には存在しなかったとの判断から、両者

を「文書」と表現している。
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旧史料館レコーズの整理と公開について
、
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記録､群I研関係の文雷・記録、目録、カ

ード、写真、フィルム、テープ、その他諸

資料、③その他の文書･記録、写真、フィ

ルム、テープ、諸資料を予定した。

作業工程としては、①館内各所の実態調

査、②整理､保存管理システムの検討と構

築③情報システムの検討と構築､④必要

な装備・容器、器具の検討と準備、…

と情報入力、⑥配置と配架､⑦館内外への

広報、を考えた。

高
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本稿は、旧史料館の事務や研究関係の文

書･記録を整理し公開することにいたった

経緯と現状についての報告である。

アーカイプズ研究系の前身は、国文学研

究資料館の附置機関の史料館である（史料

館の前身は1951年に設立された文部省史

料館)。それが2004年の4月から独法化に

ともなって、国文学研究資料館の4研究系

の一つ、アーカイブズ研究系という内部組

織になった。そういう意味で史料館レコー

ズというものは、すでに閉じられた組織の

レコーズという性格を持っている。

そして史料館レコーズは、時の経過にし

たがって組織アーカイブズになるとともに

社会的意味をもつアーカイプズとして位置

づけ、2006年1月から30年公開原則にも

とづいて一般利用に提供している（全てが

一律30年公開というわけでない)。

史料館レコーズ整理の契機

これは2003年に、史料館の昭和20年代

のレコーズを閲覧できないかという問い合

わせがあり、それ力喫機となって、公開措

置をはかるために史料館レコーズの現状調

査と整理の作業が始まった。内部からの自

発的発意でなく、外部の要請に応える形で

始まった点に少し問題がある。

剰犬調査の結果、史料館レコーズの大半

は、文櫓管逼溌測等にもとづいて管理・保

存ないし廃棄を行っているのではなく、ま

た後のアーカイブズとして意識的に残した

というのでもなく、たまたま残した、残っ

たというのが実態のようである。

それでも事務関係の方は、その属性から

して継続的にファイル単位で管理・保存し

ているが、研究関係や科研関係のものとか、

あるいは調査収集関係のものの多くは、た

またま残っているという印象が強いレコー

ズである。

史料館レコーズの中に「国立史料館設置

に関する請願書および趣意書」（1949年）

など史料館にとっては「国宝」的存在の文

書記録が含まれている。これら文部大臣や

文部省に対する請願趣意轡類は、本来、文

部省の方で管理･保存され、保存期間が満

了すれば廃棄されるべきものであったであ

ろうが、史料館が1951年に設立された関

係で史料館に移管されたものであろう。

委員会の段立

史料館レコーズの整理・公開に向けて、

どのように所在調査を進め、いかなるシス

テムを設計するかを検討するために「史料

館レコーズ委員会」を設立した。委員会は、

｢史料館にある文智・記録、その他の諸資

料を確認し、必要なものは整理し、保存し、

それら資料の有効な活用ができるよう措置

を講ずること」を目的としたものである。

たしかに史料館レコーズの整理は、外部

からの問い合わせがきっかけで開始したが、

しかし単に外部に公開するということだけ

が目的ではない。そもそもアーカイブズ研

究系にとって、史料館レコーズは今後の活

動、研究をすすめるために必要不可欠な情

報基盤であるという認識にもとづいて適切

な処置を講ずるということでスタートした

わけである。

対象資料として、①史料館組織の文書。

実態調査から整理・公開へ

まず､一箇所にレコーズがあるのでなく、

館内各所に置かれていた。そこで、どこに

どういうものがあるかを確認するために館

内各所の実態調査を行うこととなった。実

態調査は2003年の5月に行った。それか

ら教官の各研究室、あるいは整理室にある

科研関係、その他の文書・記録、調査報告

書などの所在の調査を依頼し、状態を把握

した。

その上で整理、管理保存システムとデー

タ・ベース仕様を検討し、さらに保存に必

要な中性紙保存袋・容器や器具の検討と準

備を行ったのである。

こうして、2003年7月から、評価・選

別を含めた本格的な整理作業を開始した。

具体的には、レコードを一点･一件単位に

整理し識朧号・番号を付与すること。資

料閲覧に耐えられる形での保存手当をする

必要があるので、中性紙袋や容器をなど用

いて保存措置を講じた．数は少なかったが

劣ｲﾋ損傷が著しいものは、保存管理担当の

方に処置を依頼した。

整理作業は、その年の12月上旬に終了し

た。レコーズ数が多かったのは地下書庫

(1,569点）で、つづいて旧水産庁資料館書

庫(779卸、研修生控え室(海外科研､118

点)、元館長室（40点)で、総レコーズ数は

2,506点である。
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史料館レコーズをすべて保存するのでは

なく、史料館アーカイプズとするものとそ

うでないものとに評価・選別しなくてはな

らない。ただし、史料館レコーズは閉ざさ

れたものであるから、きっちりした評価・

翻り基準を策定する必要はない。そこで、

何を廃棄するかという逆の視点から評価・

選別することにした。廃棄の対象となった

ものはほとんど事務関係で、具体的には、

物品供用簿、物品購入伝票､刊行物配布簿、

領収書、日々雇用職員出勤簿などである。

ただし、史料館初期の臨時筆生、これ自体

が一つの歴史であるので、臨時筆生勤務関

係の記録は残すことにした。それから、閲

覧関係の閲覧伝票、複写伝票､利用者実態

調査票、こういうものは廃棄の対象にした。

廃棄対象レコードは、ものとしては物理的

に廃棄したが、データ・ベース上の記録は

削除していない。

史料館レコーズの構成

整理を進める前に史料館レコーズ（アー

カイブズ）の構成をどうするかということ

が問題となった。検討の結果、史料館とい

うフォンドのなかで大きく三つのサブフォ

ンドに分けることとなった。

①1つが「史料館」である（記号A)。

機関そのもの自体が生み出した文書・記録

である。②2つめが、「近世庶民史料調査

委員会」の文書・記録である（記号B)。

これは史料館の設立やその後の活動につな

がるものである。もともと文部省に所属し

ていた組織であるが、この事務・調査関係

のものが、ある段階で史料館のほうに移管

されたものである。そして、③3つめとし

て①②に属さない｢その他｣である(記号C)。

サブフォンドの①「史料遡はさらに機

能で次の5つのシリーズに区分けした。つ

まり「一…関係｣、「閲覧関係｣、「研修

関係｣、「科研関係｣、「その他」である。こ

の項目の中をさらに年代順に配列したので

あるが、必要に応じて同じ系統の簿冊、フ

ァイルなどはサブシリーズを立てて配列し

年代順とした（念のために言及するが、デ

ータ上の区分けや配列はするが物理的な区

分けや配列はしない)。

②と③はそれほど量がないので、4項目

のレベルは設けなかった。

たしかに以上の形で構成し、識別記号・

番号を付与したが、しかし整理する以前の

元の場所に配圃されていた順序のデータそ

のものは基礎的データとして保存している。

それは必要があればいつでも元に戻せるよ

うにするためで、元の保管現状を冒蕊とし

て残しているということである。

公開規定について

その後、2005年7月、アーカイブズ研

究系内に次の「公開（非公卿に関する規

則（詞」を提案し、了解された。

公開排公開）に関する繩リ（詞

①30年公開原則を基本にする。今後31年

目4月1日に追加公開する。

②目録にすべてのレコーズを示すが、公開

停止（人事関係や修了論文審査表など）

するものはその旨を表示する。

③ファイルなどに伝票類(一般的には廃棄

されるもの）なども含まれていても、一

つの完結したファイルとして考え、当該

ファイル全体を評価・選別対象とする。

④史料館アーカイブズは例外として閲覧当

番が、閲覧請求のときに劣化・損傷など

の状態を点検し、閲覧の可否を判断する

（事前にすべての点検と修復を終わらせ

ることは公開を遅らせることになるため)。

閲覧不可の場合は、修復にまわし、修復

が終了したら、連絡し閲覧してもらう。

⑤史料館アーカイブズの閲覧に関しては、

当分の間、事前連絡した上での閲覧とす

る。チェックしているがそれでもすべて
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現物でのチェックを終了していないので、

公開可否をチェックする教員の日程調整

のためである。なお、従来から民具の場

合は、事前連絡制である。

⑥利用は原則として閲覧と写真撮影である

（展示貸出は要請があったときに検討す

る)。紙媒体以外の資料（録音テープな

ど）の利用も閲覧と写真掻影である（し

たがって録音再生などの要望には対応で

きない)。

⑦目録は3部作成し、閲覧事務室用、カウ

ンター用、利用者用にする。

以上のような公開繩Iにもとづいて公開

を進めている。公開規則をもう少し説明す

ると以下の通りである。

②については、目録にはすべてのレコー

ズを示すが、公開停止（人事関係や修了論

文審査表など）するものはその旨を表示す

る。実際は色分けで表示している。つまり

公開はできないけれども、その公開できな

いものを目録から除くのではなく、目録に

載せておくが、それはいかなる理由で公開

できないかということを示しておくという

ことである。

それから③は、一件の文書・記録に、伝

票類など廃棄の対象となる書類が含まれて

いても、そのファイル全体を評価・譲りの

対象として保存するか廃棄するかを判断す

るということである。

④は、劣化・損傷した史料が多少見られ

るが、史料館アーカイブズは閲覧出納担当

力潤覧請求のときに点検し、閲覧が可能か

どうか判断するということである。これは、

前もって全てを点検し、どのアーカイブズ

も閲覧に耐えられる形にするには相当な手

間暇がかかるので、とにかく公開して、閲

覧請求があった時に、その閲覧担当者がア

ーカイブズの状態を点検して、閲覧に耐え

られない状態の場合にはその事情を説明し、

保存手当を加えた後で連絡して閲覧してい
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付記史料館レコーズの整理にあたり、字

井隆氏の多大の助力を得た。記して謝意

を表したい。

開ワークショップ「研究資料・研究機関の

アーカイブズ共有の前提:資料保存の経験・

蓄積から資料情報共有へ」で報告したもの

を加除訂正したものである｡）

ただくというシステムである。

これは公開・非公開問題の場合も同じで

ある。たとえば、ファイルや簿冊の中で一

部公開できないものがある場合に、その部

分をマスキングなどを行って閲覧に供する

のである。ただ、2,500点余の史料全部1

つ1つを点検してから全体の公開を行うと

いうことであれ賎人手と時間がかかり、

それだけ公開が遅れることになる。それよ

り、全体をまず公開しておいて、閲覧対象

資料は事前に謹各をしていただき、その閲

覧請求対象の資料を担当者が点検して、必

要ならばマスキングなどの措置を施し、そ

の上で閲覧提供するという態勢で行うこと

とした。十全な措置を講ずるために公開ま

で時間をかけるより良いのではないかと判

断したのである。

それから利用は原則として閲覧と写真撮

影である。例えば史料館アーカイブズには

録音テープがあるが、そのテープを再生し

て聞くためには、再生する器具を準備して

おかなくてはならないが、現状ではその準

備は困難であるからである。
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■
写真1整理前の史料館レコーズ

写真3整理後の配架史料館レコーズ
現在

2004年12月現在、整理済みの史料館レ

コーズは総数2,506点であるが、立川移転

の準備中に整理室などの各所から新たな史

料館レコーズが「発見」された。現在、そ

れらの整理を進めているが、さらにまた追

加レコーズが出てくる可能性がある。それ

らの整理を進め、公開にもっていけるよう

にする予定である。

なお、国文学研究資料館が立川に移転す

るのを契機に、国文研レコーズの評価・選

別と国文研レコーズ（アーカイブズ）とし

ての管理保存システムについて、事務方と

話し合いを進めており、移転前に具体的作

業を行う予定である。

（本稿は、2007年5月14日に開催した公

可
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写真2整理後の史料館レコーズ
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お知し

立川新館での閲覧業務の再開についてアーカイブズ・カレッジのカリキュラム改正について

2008年度から立川新館でアーカイブズカレッジが開催されるにあた

って、これまでのカリキュラムの大幅な見直しを行いました。

1988年に「史料管理学研修会」を始めてから、20年目となります。

その間、アーカイブズ・カレッジもその時々の社会的要請に対応でき

るよう柔軟性を持ってカリキュラムを組み、また改正を重ねてきまし

たが、アーカイブズをめく．る環境は近年急激に変わりつつあります。

特に高度情報化社会の深化によって私たちを取り巻く社会構造も大

きく変わってきました。これまで歴史学の知識で対応できていたこと

が、近年は法律学や行政学、さらには情報工学や保存科学まで幅広い

知識がなければ現状に対応できないケースが増えてきました。

このような社会的変化に対応すぺく、アーカイブズ・カレッジも大

幅なカリキュラム改正を行います。2008年度のカリキュラムは以下の

ようなものとなります。

立川新館移転に伴い、昨年10月より閲覧業務を停止してお

りましたが、来る4月1日より閲覧業務を再開します。

新館では図書の開架書架を大幅に増加できましたので、事

(辞・字）典類・史（資）料目録類・展示会図録・研究書・

全集などが利用しやすくなり、広いスペースでゆとりをもっ

て閲覧できるようになっています。また入口は3階まで吹き

抜けで開放感のある交流アトリウム、設備拡充した展示室を

設けたり、バリアフリー対応など利用者の利便性を考慮した

施設となりました。さらに7月から土曜日開館を予定してお

ります。お問い合わせは下記をご参照下さい。

～立川新館のご案内～

所在地；〒190-0014東京都立川市緑町10-3

電話:050-5533-2900(代表）

【科目1】アーカイブズ総論

＊アーカイブズの基本的な概念や歴史、アーキビストの役割、関連法

制などを学ぶ。

【科目2】アーカイブズ資源研究

＊前近代から現代までのアーカイブズ資源の出所である組織体の分祝

アーカイブズ資源の構造などを学ぶ。

【科目3】アーカイブズ管理研究1－調査と収集

＊アーカイブズの調査収集や評価選別、管理の実際など実地見学を交

えながら学ぶ。

【科目4】アーカイブズ管理研究Ⅱ一記録とその情報制御

＊電子記録管理によるアーカイブズの目録作成のあり方を実習を交え

ながら学ぶ。

【科目5】アーカイブズ管理研究Ⅲ一社会貢献論

＊アーカイブズの普及と公開のあり方について実例を基にしながら学

ぶ。

【科目6】アーカイブズ管理研究Ⅳ一保存管理

＊アーカイブズの物理的保存と管理について実習を交えながら学ぶ。

人間文化研究檀構

国文学研究資料館
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なお、近年は直接間接問わず何らかの形でアーカイブズに関わる機

会が多くなりました。そこで少しでもアーカイブズの知識を得られる

機会を増やせるようにとの考えから、2008年度から現職者を対象とし

て科目ごとの聴講も可能としました。

以上のような改正によって現状へ対応できるアーカイブズ・カレッ

ジとなり、少しでもアーカイブズに理解と興味を持たれる方へ貢献が

できればと考えております。

多厚邸市モノレール

立川北駅

宍』鳳立jII駅鳫
JR立川駅■■■｜I｜I’1

■多摩都市モノレール｢商松駅｣から徒歩7分

■「JR立川駅｣から徒歩25分
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（本誌)の刷新

本誌は、1965年発行｢史料館報」（既刊80

号）の後継誌として、これまで様々な情報

を発信してきましたが、立川新館移転を契

機に、新しい出版物を発刊することになり

ました。新出版物の名称や体裁などを検討

中ですが、研究と広報関係記事を中心にで

きるだけ最新情報を提供する予定です。 *本誌は､文部省史料館のちには国文学研究資料館史料館鰹称国立史料館)が発行して

いた『史料館報』1～80号(1965年3月～2004年3月）の後継誌としてお取り扱い下さい。
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